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国際競争力を高める重層的ネットワーク  商工ジャーナル ‘98.11 
 
 
 日本はバブル経済崩壊後、出口の見えない不況に直面している。そしていま、景気動向指数
や有効求人倍率、失業率のいずれもが戦後最大のマイナスの指数を示している。これまで不況
に強いと指摘されてきた中小製造業も、受注不振・資金繰り悪化・設備投資の凍結・後継者難
に直面している。 
 この現状を打開する意味でも“モノづくり立国日本”の原点をさぐり、その活性化を図る必
要がある。 
 それは個々の企業レベルで見れば、いかにして国内のモノづくりを活性化していくかという
ことである。さらに、国内でどうやってモノづくりの活路を見出していくかということになる。 
 しかし、この問題は中小製造業にとって深刻な問題である。なぜなら、大量の注文を出して
くれていた大手企業が、“海外”という低コストの。“下請”をもったからだ。 
 そこでここでは、日本最大の中小製造業集積地である東大阪の集積状況とその強さの秘密、
さらに各地で見られる代表的な中小企業活性化の動きをネットワークの視点で分析し、最後に、
東大阪を含めて今後二十一世紀に向けて生き延びていくための課題を述べる。 
 
 
草の根ネットワークが東大阪の強さの秘密 
 東大阪の中小製造業の集積は、量的に多いばかりでなく、質的、層的豊かさをもっている。 
 金属・機械、プラスチック、印刷・出版・紙、化学、衣服・繊維などに関連するあらゆる業
種が揃っている。そして、それぞれに基盤技術から組立・加工、先端技術があり、さらに零細
から中堅企業まで企業規模の多様性においても際立っている。いわば、東大阪は“モノづくり
のため池”なのである。 
 この集積はもちろん、一朝一夕にできたものではない。いくたびかの過酷な試練を乗り越え
てでき上がった成果なのである。この成果を最大限に活用してこそ、国内産業の未来は開ける
のではあるまいか。 
 東大阪の町工場は、ネットワークの面でも工夫をこらしている。たとえば、家族三名（経営
者・息子・妻）で、関西国際空港の大型エスカレーターの部品（軸受け）をつくった名村製作
所がある。 
 実はこの会社、いろいろの設備の組立のみで稼いでいる。各種の部品をつくれるメーカー十
数社とたえずネットワークを組んでおり、電話一本、ＦＡＸ一通で、必要な部品をジャスト・
イン・タイムで集めてくる。 
 こうしたスピーディーな部品調達が可能なのは、これらの部品はそのつど“一”からつくら
れるものは少なく、多くは汎用化されているからだ。彼らは草の根レベルの異業種交流を進め
ることで、必要な部品の共通化を図っている。 
 個々の企業が、それぞれのネットワークのなかで部品の共通化を図り、そのネットワーク同
士が少しずつ重なり合っていく。そしていつのまにか部品の汎用化が進み、東大阪全体が一つ
の巨大な部品供給基地と化したのである。こうして短納期とコスト削減が見事に実現された。 
 だが、まったく新しいタイプの部品の注文があった場合にはどう対処するのか。そのつど内
容に応じて、必要な部品を仕事の工程ごとに分業化・細分化させ、地域内で連携して短時間で
高品質・低コストでつくってしまう。ある場合には鋳物メーカー、ある場合には金型メーカー
が中心になるといったように、それぞれのプロジェクトごとの運命共同体が形成される。 
 このような方法で、新製品の開発リスクも、巧みに分散されるのである。 
 東大阪の特徴である、貸工場での取引は信頼できる仲間相互での仕事のやりとりが多い。そ
れぞれが相手の技術レベル、仕事内容を熟知しており、さながらこの貸工場群が巨大な部品供
給基地の趣がある。 
 このシステムが親企業依存の下請中小企業を自社製品開発企業やユニット部品企業へと変革
させる大きな起爆剤になっている。東大阪に高度な独自技術や市場占有率の高い商品をもつ中
小企業が多く育った原因の一つでもある。 
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フェイス・トゥー・フェイスの低コストコミュニケーション 
 これら中小製造業ネットワークの象徴が東大阪のいたるところに見られる喫茶店だろう。そ
れは、フェイス・トゥー・フェイスの低コストコミュニケーションが、工場と同じほどこの地
に集積されていることを意味している。 
 日本の中小製造業が、集団として発揮してきた底力の秘密―それは、彼らがいい意味での
「村社会」を形成しているところにあると思う。 
 喫茶店で頻繁に顔を合わせ、語り合うような濃密な人間関係“仲間”であるという暗黙の了
解。お互いのビジネスは、基本的に契約によらず、相互信頼によって成り立っている。 
 そしてその信頼の“証”は、「無理を言う、無理を聞く」である。この地域の仲間請は、そ
うした“無理”が通る関係を模索するなかで、自然発生的に形成されたものなのである。 
 
 
ネットワークの視点から見た中小企業活性化の動き 
 長野県諏訪・岡谷地域は、かつて日本を代表する養蚕業の集積地であった。この産業はたえ
ず国際競争にさらされ、変動が激しかったため、最盛期に多く存在していた企業もその大半は
転廃業していった。 
 しかし、地元に定着した企業家精神としての国際性と進取の気質は、繊維産業に関連する機
械・器具の技術を戦時中に精密加工・航空機関連技術に転換させた。 
 これが、戦後この地を精密機械・時計・カメラ・オルゴール・バルブなどの産業集積地へと
変貌を遂げさせる推進力となった。糸を巻き取る技術が見事にモーター、電子部品に援用され、
活かされている。 
 この伝統を受け継いでいるのが、岡谷青年会議所の現役・ＯＢメンバーで構成されるＮＩＯ
Ｍ （Ｎｅｗｌｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ｏｋａｙａ（Ｏｖｅｒｓｅａ）Ｍｅｍｂｅｒｓ）である。 
 構成メンバーは電子プリント基板の設計製作、精密金型、ゴム、航空機器製作用治具・工具、
精密プレス、精密板金、熱処理、電子機器製造、成形材料・絶縁材料の販売と施工、精密加工
などの十二社で、各社が独自の製品と販売先をもっている。 
 これらのメンバーが会に参画した理由は、取引の国際化と取引内容の多様化・難加工化、複
合化には一社では到底対応できなくなるだろうという危機感からである。 
 取引の国際化、国際競争の激化、猛烈な勢いで進む技術革新をキャッチアップするには単独
の企業ではとても太刀打ちできなくなっている。最新の通信技術を駆使してさながら十二社が
協力して一社のごとくこの状況を乗り切ろうとしている。 
 企業の独自性の保持と共同受注はともすれば利益・責任を巡って、会の継続を危うくさせる。
そこで、最初にＮＩＯＭが取り組んだことはメンバーが共同して共通ブランドで東京・名古
屋・大阪などで催される各種の展示会に出展することだった。そして、少しずつ一般に認知さ
れ、国内・海外からの発注が増加している。 
 海外への情報発信も巧みに行っている。メンバーの海外事業を全員で支援し、共同して新会
社を設立。その拠点が国際的な双方向の情報発信基地になり、新技術・新製品開発にも挑戦し
ている。世界最大のコンピュータメーカーの開発部門の一部も受け持っている。メンバーの目
標は技術での“グローバルワン”である。 
 このような事業が可能となったのは、長期にわたる同じ地域でのライバル、同胞意識に基づ
くメンバー相互の信頼関係が基底にある。同窓会の雰囲気でもたれる会合は頻繁に行われてい
る。技術レベル、仕事内容、取引先、財務内容、労務内容まで、ＮＩＯＭメンバー相互の会社
は原則的にすべて公開している。ただし、自主性と独自性は尊重している。 
 東大阪で見られたような、仲間相互の仕事上の協力関係と同じく、メンバーが難しい加工、
複雑な加工を受注するたびに、頻繁に集まり、知恵と技術を出し合い解決し、これがさらにＮ
ＩＯＭの評価を高めている。 
 このグループは、大田区、広島、熊本、東大阪などのグループとの広域的な交流を、情報ネ
ットワークを駆使して試みている。 
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 岡谷以外にも新潟県三条、京浜工業地帯の中核に位置する大田区、生活雑貨と機械金属工業
の集積地である墨田区、自動車・楽器の集積地である浜松など多くの地域で同様の試みがなさ
れている。 
 ただ異業種交流については、目的とベクトルが合致せず開店休業している会が多いことも事
実である。 
 
 
 二十一世紀に向け生き延びるための動き 
 中小企業集積地は長年かけて何でもできる。“モノづくりのため池”をつくってきた。 
 池は満々と水を湛え、たえず新しい水が還流し、新しい事業の孵化器の役割を担ってきた。
地域内では目に見えない濃密な人間関係に裏づけられた、相互信頼を基盤とした“無理を言う、
無理を聞く”製造ネットワークが形成されてきた。 
 これが、世界に類のない、どんな無理な注文でも瞬時にこなす、発注者の気持ちを察してモ
ノづくりをする、いわゆる“誠の生産システム”を作り出した。日本の製造業が国際的に高い
競争力を維持し得たのは、これら“モノ作りのため池”に集まった活力のある多くの中小企業
との連携が基盤となっている。だが、昨今の不況の影響で、中小企業の存続基盤が大きく揺ら
いでいる。これの再活性化が課題として残る。 
 しかし、こうした状況下でも中小企業が日本経済を活性化させ得る動きは出てきている。 
 第一に、東大阪、大田区、岡谷などの中小企業集積地で起こっている企業規模と関係なく進
む取引のネットワーク化は、従来の大企業・中小企業のあり方を根底から変える力を秘めてい
る。 
 第二の動きは、世界を含めた地域を越えた広域的ネットワーク取引である。 
 そして第三に、インターネットを活用した取引の効率化と広域化が、企業規模に関係なくそ
の技術力・開発力でもって、確実に従来の取引関係とその形態を根底から覆す可能性をもって
いる。 
 最後に、自動車・電子・医療・教育・通信・バイオなど、今後の日本の産業を引っ張ってい
く企業群の開発・生産が中小企業集積地の技術・開発力に依存している事実も再評価されてき
ているのである。 
 
